





On the Problem of the Private Local Act in Japan
MATSUGU Hironori
要　　旨
　日本国憲法 95 条の地方特別法（地方自治特別法）は戦後初期（占領期）の 1949 年から 1951





































Article LXXXVIII. The Diet shall pass 
no local or special act applicable to a 
metropolitan area, city or town where a 
general act can be made applicable, unless 
it be made subject to the acceptance 










































































の例外として憲法が定めるものに、58 条 2 項の
議院規則、77 条 1 項の最高裁判所規則があるが、
本論文が対象とする 95 条地方特別法は前者の国
会単独立法の唯一の例外である注11。この国会単
独立法の原則は、憲法 59 条 1～4 項の手続のみに
よって法律が成立するというものである。すなわ
















の機会が、憲法 79 条 2～4 項の最高裁判所の裁判










































































































1 昭和 24 年 8 月 6 日／219 号 広島市平和記念都市建設法 広島市（65.0%）
2 昭和 24 年 8 月 9 日／220 号 長崎国際文化都市建設法 長崎市（73.5%）
3 昭和 25 年 6 月 28 日／219 号 首都建設法 東京都（55.1%）




5 昭和 25 年 7 月 18 日／221 号 別府市国際観光温泉文化都市建設法 別府市（79.8%）
6 昭和 25 年 7 月 25 日／222 号 伊東国際観光温泉文化都市建設法 伊東市（55.0％）
7 昭和 25 年 8 月 1 日／233 号 熱海国際観光温泉文化都市建設法 熱海市（60.4%）
8 昭和 25 年 10 月 21 日／248 号 横浜国際港都建設法 横浜市（39.5%）
9 昭和 25 年 10 月 21 日／249 号 神戸国際港都建設法 神戸市（43.3%）
10 昭和 25 年 10 月 21 日／250 号 奈良国際文化観光都市建設法 奈良市（73.5%）
11 昭和 25 年 10 月 22 日／251 号 京都国際文化観光都市建設法 京都市（31.5%）
12 昭和 26 年 3 月 1 日／7号 松江国際観光文化都市建設法 松江市（73.3%）
13 昭和 26 年 3 月 3 日／8号 芦屋国際文化住宅都市建設法 芦屋市（56.3%）
14 昭和 26 年 4 月 1 日／117 号 松山国際観光温泉文化都市建設法 松山市（56.5%）
15 昭和 26 年 8 月 15 日／253 号 軽井沢国際親善文化都市建設法 軽井沢町（81.2%）























































































































































































































注20  戸松，前掲書，p. 478．
注21  杉原泰雄，『地方自治の憲法論』勁草書房，p. 
240（2002）．
注22  菅野喜八郎，『続・国権の限界問題』木鐸社，p. 
116（1988）．
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